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はじめに
出生動向基本調査は、他の公的統計では把握することのできない結婚ならびに夫婦の出生力に関す
る実状と背景を定時的に調査・計量し、関連諸施策ならびに将来人口推計をはじめとする人口動態把
握に必要な基礎資料を得ることを目的とした調査である。本調査は、戦前の 1940(昭和 15)年に第１
回調査、ついで戦後の 1952(昭和 27)年に第２回調査が行われて以降、５年ごとに「出産力調査」の
名称で実施されてきたが、第 10回調査 (1992年)以降名称を「出生動向基本調査」に変更して今回
に至っている。また、第８回調査 (1982年)からは夫婦を対象とする夫婦調査に加えて、独身者を対
象とする独身者調査を同時実施しており、直近の調査は、2010(平成 22)年に実施された第 14回調査
となっている。
本調査は、全国値を推計する観点から標本設計が行われており、母集団となる全国の都道府県調査
地区分布に比例する形で標本地区が抽出されている。このことから、特に、人口規模の小さい都道府
県では出現する客体数が極めて少なくなるため、報告書等における地域別の推計値については、地域
ブロックでの表章に留めている。一方、近年、地域の実情にあわせたきめ細やかな少子化対策が求め
られるようになってきており、地域別の結婚・出生指標に対する関心が高まってきている。国勢調査
や人口動態調査のような全数調査であれば市区町村別などの小地域に関する集計を行って指標を観察
することが一定程度可能であるが、標本調査では関心の対象となる指標が一定の精度で観察できるよ
う予め標本設計を行っていなければ、定量的な評価を行うことは極めて困難となる。
出生動向基本調査を都道府県別に分析する観点から行われた先行研究はいくつか存在する。厚生省
人口問題研究所 (1990) は、第 7～9 回の出産力調査の個票を合わせて統合データを作成し、地方ブ
ロックや都道府県別に結婚・出生行動の地域差の分析を行っている。また、佐々井 (2013)は、近年
における子育て環境の変化、および子育て支援のための施設・制度の利用状況に関連し、都道府県別
にみた母親との同居・近居、母親の支援、妻正規の職員、保育施設利用の状況について出生動向基本
調査を用いて分析を行っている。
しかしながら、出生動向基本調査の各種指標を地域別に集計した場合の標準誤差等を、標本設計に
基づいて定量的に評価した研究はこれまで行われていない。そこで、本研究では、出生動向基本調査
を都道府県単位で観察した場合の標本誤差等を評価し、現行の標本設計下で当該調査の都道府県表章
を行うことの問題点を明らかにする。
なお、本研究に示された結果は、出生動向基本調査プロジェクトの一環として統計法第 32条に基
づき調査票情報を二次利用して得られたものである。

1 データと方法
1.1 データ

本研究では、第 14回出生動向基本調査の夫婦調査 (国立社会保障・人口問題研究所 2012a)及び
独身者調査 (国立社会保障・人口問題研究所 2012b)をデータとして用いた。精度評価を行う対象と
しては、夫婦については初婚どうし夫婦の理想・予定子ども数及び結婚持続期間 15～19年夫婦の完
結出生児数、独身者については 35歳未満未婚者の「生涯の結婚意思あり」の割合及び生涯の結婚意
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思がある者の希望子ども数とした。

1.2 方法

最初に第 14 回出生動向基本調査の標本設計について述べる。図 1 は、出生動向基本調査を含む、
平成 22年国民生活基礎調査の調査体系を示したものである。

図 1 平成 22年国民生活基礎調査の調査体系

ここからわかるように、第 14回出生動向基本調査は、国勢調査地区から層化無作為抽出された国
民生活基礎調査の調査対象地区 (5,510地区)からさらに無作為抽出を行った 840地区に含まれる全

2



IPSS Working Paper Series (J) No. 12

ての世帯を対象として調査を行う。従って、出生動向基本調査は、理論的には、国民生活基礎調査
を第一相標本とする二相抽出法 (two-pahse sampling または double sampling, Cochran (1977)の
Chap.12参照)によって抽出が行われていることとなるが、推定に国民生活基礎調査を直接用いてい
ないことから、実質的には国勢調査地区から層化無作為抽出法により地区を抽出したと考えてよい。
また、国民生活基礎調査では対象調査地区の標本抽出において、地域区分として都道府県・政令指
定都市、産業及び人口特性区分として 36層によるを層化基準を設け、これらを層とした層化抽出を
行っており、出生動向基本調査においても同様の層化抽出を行っていると考えることができる。
次に、標本誤差の評価方法について述べる。出生動向基本調査の親調査である国民生活基礎調査で
は、報告書において当該調査における主要な指標についての標本誤差評価を行っている。この標本誤
差評価においては、産業及び人口特性区分による層化は層として考慮していない他、中間年調査にお
いては標本の大きさが小さいことから地域区分についても層として考慮せずに評価を行っている。こ
れは、標本抽出上は層として取り扱っているものの、これを標本誤差の評価において層として考慮す
ると各層内の客体数が少なくなることから分散の推定に影響を及ぼすことによるものと考えられる。
出生動向基本調査の標本抽出は、国民生活基礎調査の中間年調査と同じ構造を有していると考えられ
ることから、本研究においても国民生活基礎調査の中間年調査と同じ方法により標本誤差の評価を行
うこととした。具体的な方法は以下の通りである (詳細な導出法については石井 (2004)を参照)。

[Notation]

i: 都道府県
j: 調査地区
N : 国勢調査地区数 (=937,460)

n: 出生動向基本調査調査対象地区数 (=840)

xij : i県 j 調査地区の対象となる変数の総計
yij : i県 j 調査地区の対象となる夫婦数あるいは未婚者数総計
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このとき、R̂の分散は以下により推定される。
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また、本研究では、評価した標本誤差を用いて、都道府県別の指標を全国値と比較するため、95%信
頼区間の構成を行った。未婚者の生涯の結婚意思以外の指標については、比推定量に関する有限母集
団中心極限定理 (Section 7.4, Thompson (2002))が成立することを仮定し、[

R̂ − 1.96
√

V̂(R̂), R̂ + 1.96
√

V̂(R̂)
]
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を 95%信頼区間とした。
一方、未婚者の「生涯の結婚意思あり」の割合は 1に近い値を取り、正規近似による信頼区間が適切
なものとならない。このような場合の割合に関する信頼区間について、Korn and Graubard (1998)

は、二項分布に基づく信頼区間を修正し、複雑な標本設計に対応した信頼区間を構成する法を提案し
ている。具体的には、1 − αレベルの信頼区間の構成にあたり、d:自由度をサンプルのクラスターの
数から層の数を引いたものとし、n∗

df :自由度調整済効果的サンプルサイズを、

n∗
df =

p̂(1 − p̂)
v̂ar(p̂)

(
tn−1(1 − α/2)
td(1 − α/2)

)2

により定義する。ここで、p̂は割合の推定値であり、td(β)は t分布の β 確率点（100β パーセンタイ
ル点)である。そして、信頼区間の下限 pL、上限 pU を以下により推定する。

pL = pL(p̂n∗
df , n∗

df ) =
ν1Fν1,ν2(α/2)

ν2 + ν1Fν1,ν2(α/2)

pU = pU (p̂n∗
df , n∗

df ) =
ν3Fν3,ν4(1 − α/2)

ν4 + ν3Fν3,ν4(1 − α/2)

ただし、

ν1 = 2p̂n∗
df

ν2 = 2(n∗
df − p̂n∗

df + 1)

ν3 = 2(p̂n∗
df + 1)

ν4 = 2(n∗
df − p̂n∗

df )

であり、Fd1,d2(β)は、自由度 (d1, d2)の F 分布の β 確率点である。なお、先述の通り、本研究では
層がないものとして標準誤差の推定を行うことから、d = n − 1が成立し、自由度調整項が 1となる
ことから、自由度調整済効果的サンプルサイズは

n∗
df =

p̂(1 − p̂)
v̂ar(p̂)

となる。
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2 結果
2.1 夫婦の理想・予定子ども数と完結出生児数

夫婦の都道府県別平均理想子ども数、平均予定子ども数を 95% 信頼区間とともに示したものが、
図 2、4である。また、夫婦の都道府県別平均理想子ども数、平均予定子ども数の標準誤差率と客体
数の関係を示したものが、図 3、5である。
図 2、4については、横軸に都道府県の別を、縦軸に平均理想子ども数、平均予定子ども数を表し
ている。ここで、それぞれのグラフ内で、平均理想子ども数、平均予定子ども数の低い都道府県の順
に並び替えて表示している（以下も同様）。さらに、全国値を水平な点線で示した。
本来は全国値についても標本調査による推計値であることから、各都道府県の値と全国値に差があ
るかについては二つの平均値の差に関する統計的検定が必要となるが、後述のように全国値の標準誤
差は都道府県の値よりも小さいことから、ここでは全国値と各都道府県の信頼区間の比較を行ってい
る。図から明らかなように、多くの都道府県で信頼区間はかなり大きい幅となっており、図 2におい
て、95%信頼区間に全国値が含まれるのは 47都道府県中 31、図 4では 30に上っている。
図 3、5 で、標準誤差率と客体数の関係を見ると、客体数が 300 を超える場合には標準誤差率は

3%以内に収まっているが、200を下回る場合にはかなり大きな値を取っていることがわかる。そこ
で、全国値、地域ブロックに加え、客体数が 200 を超える都道府県について、夫婦の都道府県別平
均理想子ども数、平均予定子ども数と、これに対応する客体数、標準誤差、標準誤差率、95% 信頼
区間を表 1、2に示した。全国値の標準誤差率は、平均理想子ども数で 0.53%、平均予定子ども数で
0.62%と 1%を大きく下回る精度となっているのに対して、地域ブロックでは北海道を除き、2%以
内の値となっている。ただし、北海道は単独の県で構成されていることから標準誤差率は 2.5%前後
と高いものとなっており、他の地域ブロックよりも精度が低くなっている点に注意が必要である。
一方、客体数が 200を超える都道府県についても、標準誤差率が 2%を下回り、地域ブロックと同
程度の精度で観察ができるものがある一方、福岡県のように 3%を大きく上回る県も存在している。
このように、指標の精度は単に客体数のみで決まるのではなく、県内の分散にも依存していることか
ら、標本設計に沿った精度評価を行うことが必要であることがわかる。
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図 2 都道府県別平均理想子ども数
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注： 『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は妻の年齢 50 歳未満の初婚ど
うしの夫婦。理想子ども数は 8 人以上を 8 人として算出。
設問 理想子ども数：「あなた方ご夫婦にとって 理想的な子どもの数は何人ですか。」

図 3 都道府県別平均理想子ども数の標本
誤差率と客体数の関係
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注： 図 2 と同じ。

図 4 都道府県別平均予定子ども数
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『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は妻の年齢 50 歳未満の初婚どうし
の夫婦。予定子ども数は 8 人以上を 8 人とし、現存子ども数と追加予定子ども数の和
として算出。
設問　 (追加) 予定子ども数：「あなた方ご夫婦の今後のお子さんの予定についておたず
ねします。(1) お子さんの数と、(2) 希望の時期について、あてはまる番号に○をつけ
てください。」

図 5 都道府県別平均予定子ども数の標本
誤差率と客体数の関係
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注： 図 4 と同じ。
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次に、結婚持続期間 15～19年の夫婦の都道府県別完結出生児数を 95%信頼区間とともに示したも
のが、図 6である。また、夫婦の都道府県別完結出生児数の標本誤差率と客体数の関係を示したもの
が、図 7である。
夫婦完結出生児数の集計では、理想・予定子ども数と異なり、対象者が結婚持続期間 15～19年の
夫婦に限定されることから、対象となる客体数が小さくなる。このため、図 6を見ると、理想・予定
子ども数よりも信頼区間の幅が大きいものとなっており、95%信頼区間に全国値が含まれるのは 47

都道府県中 37にも達している。また、図 7からわかる通り、全ての都道府県で客体数は 100以下と
なっており、標準誤差率も 3.5%を下回る都道府県は存在せず、理想・予定子ども数に比べて標本誤
差が大きいことから、全国値との比較や都道府県間の比較にあたってより慎重性を期すことが求めら
れる。
このような点を踏まえ、夫婦完結出生児数については、表 3に全国値・地域ブロックのみを示し、
個別の都道府県を示さないこととした。これによれば、全国値の標準誤差率は 1.18%となっている
のに対し、地域ブロック単位であっても、北海道、東北、中国・四国、九州・沖縄では 3%を上回る標
準誤差率であり、夫婦完結出生児数についてはより指標のぶれに注意して分析を行うことが求められ
る。特に、北海道ブロックの標準誤差率は 6%を上回る値となっており、95%信頼区間も [1.59, 2.02]

とかなり幅が大きく、分析上十分な注意が必要である。

図 6 都道府県別完結出生児数（夫婦の最
終的な出生子ども数）
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注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は妻の年齢 50 歳未満、結婚持続
期間 15～19 年の初婚どうしの夫婦。

図 7 都道府県別完結出生児数の標本誤差
率と客体数の関係
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注： 図 6 と同じ。
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2.2 未婚者の生涯の結婚意思と希望子ども数

未婚男性、未婚女性の「生涯の結婚意思あり」の割合を 95%信頼区間とともに示したものが、図
8、10である。また、未婚男性、未婚女性の「生涯の結婚意思あり」の割合の標準誤差率と客体数の
関係を示したものが、図 9、11である。
報告書では「生涯の結婚意思あり」の割合の指標として、全体に占めるパーセンテージで表示を
行っているが、本研究においては、標準誤差や標準誤差率の表示での混乱を避けるため、0～１の値
で表示を行うこととした。したがって、本研究での表示における 0.9は、報告書での 90%を意味す
ることとなる。
未婚者については、男女別に観察を行っていることから、夫婦の理想・予定子ども数と比較すると
やや客体数が少なく、標準誤差率もやや大きめの値となっている。図 8、10 を見ると、信頼区間の
幅は比較的大きいことが観察され、中には信頼区間の幅が 0.5を上回るものも存在している。また、
95%信頼区間に全国値が含まれるのは男女とも 47都道府県中 42となっている。
図 9、11によれば、標準誤差率は客体数が 150を上回ると概ね安定的となっていることから、表

4、5には客体数が 150を超える都道府県の値を全国・地域ブロックに加えて示してある。これを見
ると、全国値の標準誤差率は、男性で 0.72%、女性で 0.65%と 1%を下回る精度となっているのに
対して、地域ブロックでは北海道を除くと、男性・女性とも東北が 2.29%、2.37%と最も高くなって
いる。また、北海道の標準誤差率は男性で 3.59%、女性では 5.48%とかなり高いレベルとなってお
り、特に女性において精度が低くなっている。
客体数が 150を超える個別の都道府県の標準誤差率を見ると、男性では 2.52%から 3.76%の範囲、
女性では 1.57%から 2.64%の範囲に分布しており、女性の方がやや標準誤差率が低い結果となって
いる。
次に、生涯の結婚意思がある未婚男性、未婚女性の希望子ども数を、95%信頼区間とともに示した
ものが、図 12、14である。また、未婚男性、未婚女性の希望子ども数の標準誤差率と客体数の関係
を示したものが、図 13、15である。
図 13、15を見ると、男女別に集計されていることから、夫婦の理想・予定子ども数と比較して希
望子ども数の信頼区間の幅はやや大きめとなっており、また、95%信頼区間に全国値が含まれるのは
47都道府県中、男性で 43、女性では 38となっている。さらに、図 13、15を見ると、男性では標準
誤差率が 20%近いものが存在し、客体数の小さい都道府県では指標が極めて不安定となることが観
察できる。
未婚男性、未婚女性の「生涯の結婚意思あり」の割合に合わせ、表 6、7には、客体数が 150を超え
る都道府県の値を全国・地域ブロックに加えて示した。これを見ると、全国値の標準誤差率は、男性
で 0.73%、女性で 0.78%と 1%を下回る精度となっているのに対して、地域ブロックでは北海道を
除くと、男性・女性とも中国・四国が 2.23%、2.58%と最も高くなっている。また、ここでも北海道
の標準誤差率は男性で 3.30%、女性では 4.33%となっており、精度が低くなっていることがわかる。
客体数が 150を超える個別の都道府県について見ると、標準誤差率が 2%を下回っているのは男性
の愛知県だけであり、他は全て 2%より高い標準誤差率となっている。また、女性の兵庫県のように
4%近い標準誤差率を持つものもあり、数値の比較にあたっては注意が必要である。
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図 8 未婚男性の都道府県別「生涯の結婚
意思あり」の割合
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注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は 18～34 歳未婚男性。
設問「自分の一生を通じて考えた場合、あなたの結婚に対するお考えは、次のうちのどち
らですか。」（1. いずれ結婚するつもり、2. 一生結婚するつもりはない）。

図 9 未婚男性の都道府県別「生涯の結婚
意思あり」の割合の標本誤差率と客体数の
関係
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注： 図 8 と同じ。

図 10 未婚女性の都道府県別「生涯の結婚
意思あり」の割合
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注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は 18～34 歳未婚女性。
設問「自分の一生を通じて考えた場合、あなたの結婚に対するお考えは、次のうちのどち
らですか。」（1. いずれ結婚するつもり、2. 一生結婚するつもりはない）。

図 11 未婚女性の都道府県別「生涯の結婚
意思あり」の割合の標本誤差率と客体数の
関係
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注： 図 10 と同じ。
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図 12 未婚男性の都道府県別平均希望子ども数
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注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は「いずれ結婚するつもり」と答
えた 18～34 歳未婚男性。平均希望子ども数は 5 人以上を 5 として算出。
設問「あなたは、(1) 子どもは何人くらいほしいですか。」（(1) 希望する子どもの数
　 0．子どもはいらない、1. 1 人、2. 2 人、3. 3 人、4. 4 人、5. 5 人以上
(　人)）

図 13 未婚男性の都道府県別平均希望子ど
も数の標本誤差率と客体数の関係
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注： 図 12 と同じ。

図 14 未婚女性の都道府県別平均希望子ども数
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注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は「いずれ結婚するつもり」と答
えた 18～34 歳未婚女性。平均希望子ども数は 5 人以上を 5 として算出。
設問「あなたは、(1) 子どもは何人くらいほしいですか。」（(1) 希望する子どもの数
　 0．子どもはいらない、1. 1 人、2. 2 人、3. 3 人、4. 4 人、5. 5 人以上
(　人)）

図 15 未婚女性の都道府県別平均希望子ど
も数の標本誤差率と客体数の関係
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注： 図 14 と同じ。
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おわりに
本研究では、第 14回出生動向基本調査の初婚どうし夫婦の理想・予定子ども数及び完結出生児数、
未婚者の「生涯の結婚意思あり」の割合及び希望子ども数について、都道府県単位での標本誤差の評
価を行った。
本研究での精度評価結果から、初婚どうし夫婦の理想・予定子ども数、男女別の未婚者の「生涯の
結婚意思あり」の割合及び希望子ども数は、北海道を除く地域ブロックでは 2%代の標準誤差率が確
保されている一方、北海道については 5%を超える場合もあることがわかり、地域ブロック単位での
分析に際しても注意が必要であることが明らかとなった。また、これらの指標について、客体数が夫
婦について 200、独身について 150を超える、一定程度の客体数が確保されている個別の都道府県の
精度評価を行ったところ、2%を下回る標準誤差率を持つ場合がある一方で、4%近い標準誤差率を
持つ場合もあり、ある程度の客体数が確保されていたとしても精度が低い場合もあることに注意が必
要なことが明らかとなった。多くの都道府県はそれらよりも出現する客体数がさらに小さいことを考
えれば、現行の出生動向基本調査の標本設計の下でこれらの指標を都道府県別に見ることは、精度の
観点から困難であることが理解できる。また、夫婦の完結出生児数については、結婚持続期間で限定
をかける必要があることから出現する客体数はさらに小さいものとなり、地域ブロック単位であって
も分析上注意が必要なことがわかった。
現在、少子化対策については、都市と地方のそれぞれの特性に応じた対策を講じることが課題とさ
れている。これは、結婚や出産、さらにそれを取り巻く就業や子育ての環境など、少子化に対する問
題が地域によって大きく異なることがその背景にある。このような地域の少子化の背景を明らかにす
るためには、地域別の結婚や出生の実態を定量的に把握し、その動向を分析することが極めて重要で
ある。このような観点からは、都道府県単位での表章を前提とした標本設計に基づいた大規模な全国
標本調査を行い、本研究で精度評価の対象とした夫婦の理想・予定子ども数、完結出生児数や、未婚
者の結婚意思や希望子ども数など、出生動向基本調査でしか得られない結婚・出生指標を調査するこ
とが望ましい。
さらに、このような大規模標本調査の実施は、それ自身の重要性のみならず、近年盛んになってき
たインターネットのモニター調査など、有意抽出法による調査結果をも改善する可能性を秘めてい
る。一般に、有意抽出による調査は、無作為抽出と違って調査から得られた指標の精度を定量的に評
価できないことに加え、偏った対象者が選定され、標本の代表性に問題を生じる可能性が指摘されて
いる。星野 (2009) は、調査会社のモニターなどに調査を行うクローズ型インターネット調査では、
(1)調査協力パネルに参加する協力者の候補をサンプリングする際の選択バイアス、(2)協力者の候
補が調査協力パネルに参加する時点での選択バイアス、(3)調査協力パネルの登録者が各調査への回
答に応諾するかどうかによって生じる選択バイアス、の３種類の選択バイアスが生じ得るとしてお
り、インターネットの普及によって (1)のバイアスは減少する可能性があるが、(2)、(3)は個人の回
答への協力という自由意志の問題であるため、それだけでは減少しないとしている。このようなイン
ターネット調査のような有意抽出による調査データを補正する方法として、星野 (2009)は、傾向ス
コアを用いる方法を提案している。井上・石井 (2011)は、わが国におけるインターネット調査によ
る飼育犬頭数の推定値について、個人を単位として抽出されるインターネット調査を用いて世帯ベー
スの平均飼育頭数を推定していることによるバイアスをウエイトを用いて補正する必要性を指摘する
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とともに、傾向スコアを用いた有意抽出によるバイアス補正の評価を試みている。ここで、このよう
な傾向スコアを用いたインターネット調査の補正にあたっては、補正対象として無作為調査に基づく
標本調査が必要となる。すなわち、地域分析が可能な大規模標本調査が存在すれば、少子化に関して
実施されている各種のインターネット調査をより有効に活用できる可能性が広がるのである。このよ
うに、都道府県単位の標本設計に基づく標本調査は、地域レベルでの結婚・出生の実態を定量的に把
握可能にするとともに、各種のインターネット調査等の活用性をも高め、地域の特性に応じた有効な
少子化対策の立案に貢献することが期待できるものであるといえよう。
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表 1 夫婦の平均理想子ども数

注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は妻の年齢 50 歳未満の初婚どうしの夫婦。理想子ども数は 8 人以上を 8
人として算出。
設問 理想子ども数：「あなた方ご夫婦にとって 理想的な子どもの数は何人ですか。」
地域ブロックは以下の通り。
北海道：北海道／東北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島／関東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川／中部・北
陸：新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、愛知、三重／近畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山／中国・四
国：鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知／九州・沖縄：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

表 2 夫婦の平均予定子ども数

注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は妻の年齢 50 歳未満の初婚どうしの夫婦。予定子ども数は 8 人以上を 8
人とし、現存子ども数と追加予定子ども数の和として算出。
設問　 (追加) 予定子ども数：「あなた方ご夫婦の今後のお子さんの予定についておたずねします。(1) お子さんの数と、(2) 希
望の時期について、あてはまる番号に○をつけてください。」
地域ブロックは表 1 と同じ。
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表 3 完結出生児数（夫婦の最終的な出生子ども数）

注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は妻の年齢 50 歳未満、結婚持続期間 15～19 年の初婚どうしの夫婦。
地域ブロックは表 1 と同じ。
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表 4 未婚男性の「生涯の結婚意思あり」の割合

注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は 18～34 歳未婚男性。
設問「自分の一生を通じて考えた場合、あなたの結婚に対するお考えは、次のうちのどちらですか。」（1. いずれ結婚するつも
り、2. 一生結婚するつもりはない）。
地域ブロックは表 1 と同じ。

表 5 未婚女性の「生涯の結婚意思あり」の割合

注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は 18～34 歳未婚女性。
設問「自分の一生を通じて考えた場合、あなたの結婚に対するお考えは、次のうちのどちらですか。」（1. いずれ結婚するつも
り、2. 一生結婚するつもりはない）。
地域ブロックは表 1 と同じ。
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表 6 未婚男性の平均希望子ども数

注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は「いずれ結婚するつもり」と答えた 18～34 歳未婚男性。平均希望子ども
数は 5 人以上を 5 として算出。
設問「あなたは、(1) 子どもは何人くらいほしいですか。」（(1) 希望する子どもの数　 0．子どもはいらない、1. 1 人、2. 2
人、3. 3 人、4. 4 人、5. 5 人以上 (　人)）
地域ブロックは表 1 と同じ。

表 7 未婚女性の平均希望子ども数

注：『第 14 回出生動向基本調査』(2010 年)。対象は「いずれ結婚するつもり」と答えた 18～34 歳未婚女性。平均希望子ども
数は 5 人以上を 5 として算出。
設問「あなたは、(1) 子どもは何人くらいほしいですか。」（(1) 希望する子どもの数　 0．子どもはいらない、1. 1 人、2. 2
人、3. 3 人、4. 4 人、5. 5 人以上 (　人)）
地域ブロックは表 1 と同じ。

16


